
規約の改正について
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資料２－１ 



１．委員資格の喪失条件に関する規約の改正
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提案の経緯

• 過去2年間の協議会への出席率は平均27.7％（25.5～30.1％, 合計4回）

• 協議会定足数は委員の４分の１（25％）となっており、成立が危うい状況

• 事務局では参加を増やすための取組を行ってきた

（ハイブリッド開催、個別の参加依頼、グループディスカッション、エクスカーション開催等）

• しかしながら、出欠席の回答がない委員には有効な手立てがない

（規約第６条３により任期は自動的に更新される）
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事務局提案

（１）委員資格の喪失事由の追加

・第８条（委員資格の喪失）に以下を追加

（５）当該任期中に一度も、協議会への出席がないかつ出欠確認への回

答がない
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２．公募による新規参加委員の任期開始日について
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提案の経緯

• ２年毎に新規参加委員を公募することになっており、当該委員については

任期開始日を「当年４月１日に遡るものとする」とある。

• しかし、任期を遡ることで全体の委員数が増える一方で参加委員はその

時点の人数となるため、前述した定足数を満たさない可能性がある。

• そのためこの記述をなくし、任期の開始日は協議会で承認された時点とし

たい。
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事務局提案

（１）任期の開始日の変更

・第６条（構成）のうち、以下の一文を削除

５ 前項で定める公募に応募した者は、第11条で定める協議会の会議の

出席委員の過半数の賛成を得て、新たに委員となることができる。ただし、

新たに委員になった者の任期の開始日は、当年4月１日に遡るものとする。

ただし、任期の途中で委員となった者の任期は、第3項で定める委員の残

任期間とする。
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３．その他（軽微な修正）
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事務局提案

（１）誤字等の修正

第13条

２ 協議会の会議及び部会の開催にあたっては、日時、場所等について予

め広く周知を図る。

第14条

２ 運営事務局は環境省九州地方環境事務所沖縄奄美自然環境事務所

及び内閣府沖縄総合事務局那覇港湾・空港整備事務所開発建設部港湾

空港技術対策官で構成し、主務は環境省九州地方環境事務所沖縄奄美

自然環境事務所が行う。 9



参考：石西礁湖自然再生協議会規約より抜粋
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参考：石西礁湖自然再生協議会規約より抜粋
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参考：石西礁湖自然再生協議会規約より抜粋
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